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山添村の人事行政の運営等の状況をお知らせします 

村職員の給与・定員などについて広く村民の皆さまに知っていただき、運営

の公平性、透明性を高めるため、次のとおり公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１） 平成３０年度新規採用の状況（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日） 

職 種 名 人  数 備    考 

一般行政職等     ７ 人 福祉職１名（保育士）含む 

技能労務職        ０ 人  

医 療 職        ０ 人  

    ＊一般行政職等には、一般行政職の他に税務職、講師、看護職、福祉職（保育士、社

会福祉士）が含まれます。 

 

（２） 平成３０年度退職者の状況    （平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日） 

職 種 名 
定 年 

退 職 

勧 奨 

退 職 

普 通 

退 職 

分 限 

退 職 

懲 戒 

免 職 
失 職 

死 亡 

退 職 

任 期 

満 了 
合  計 

一般行政職等 ３人 １人 ２人 ０人 ０人 ０人  ０人  ０人 ６人 

技能労務職 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人 ０人  ０人  ０人 ０人 

医療職 ０人 ０人 １人 ０人 ０人 ０人  ０人  ０人 １人 

 

（３） 部門別職員数の状況                （平成３０年４月１日現在） 

区     分 
    職員数（人）   対前年度増減数（人） 

  ２９年度   ３０年度  ２９年度  ３０年度 

一般行政部門 

 議 会 １ １   

 総 務 １４ １４ ２  

 税 務 ６ ６   

 民 生 ２０ ２０   

 衛 生 １０ １０ １  

 農 林 ６ ６ △３  

 商 工 ５ ５ ３  

 土 木 ３ ３ △１  

 小 計 ６５ ６５ ２  

特別行政部門  教 育 １３ １２  △１ 

公営企業等会計部門 

 水 道 ０ ０   

 国 保 １０ １０   

介護保険 ２ ３  １ 

 小 計 １２ １３  １ 

       合    計 ９０ ９０ ２  

 

２ 職員の給与の状況 

 （１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

(平成３1年1月1日) 

歳出額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

前年度の

人件費率 

30年度 
       人 

3,542 

         千円 

3,050,565 

     千円 

148,755 

     千円

676,728 

     ％

22.2 

      ％

22.6 

 ＊人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 
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（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分  職員数 

Ａ 

      給   与   費 １人あたり給与費 

Ｂ／Ａ  給 料  職員手当  期末･勤勉手当  計  Ｂ 

30年度 
     人 

77 

     千円 

273,269 

     千円 

48,969 

     千円 

107,536 

     千円 

429,774 

            千円 

5,581 

＊給与費は、退職手当を含んでいません。 

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

  ①一般行政職                     （平成３０年４月１日現在） 

  区 分  平 均 年 齢   平均給料月額   平均給与月額 

 山 添 村     ３９．８歳    ２９４，８９３ 円   ３４８，６４２ 円 

奈 良 県 ４２．８歳   ３２２，３８８ 円   ４１５，２３４ 円 

   国    ４３．５歳    ３２９，８４５ 円 －    円 

   ②技能労務職                                       （平成３０年４月１日現在） 

  区 分  平 均 年 齢   平均給料月額   平均給与月額 

 山 添 村 ４７．８歳 ２６９，１２０ 円 ２８７，８１０ 円 

奈 良 県 ５２．８歳 ３０２，４１７ 円 ３５７，９５４ 円 

   国 ５０．７歳 ２８６，８１７ 円 －    円 

＊１．「平均給料月額」とは、平成３０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給

の平均です。 

２．「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものです。 

 

（４）職員の初任給の状況                     （平成３０年４月１日現在）        

区  分 山添村 奈良県 国 

一般行政職 
大学卒 １７９，２００円 １８５，８００円 １７９，２００円 

高校卒 １４７，１００円 １５１，５００円 １４７，１００円 

技能労務職 
高校卒 １４４，５００円 １４２，４５０円 －    円 

中学卒 １３２，７００円 １２８，９００円 －    円 

 

 

（５）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況         （平成３０年４月１日現在） 

 

 （６）一般行政職の級別職員数の状況                       （平成３０年４月１日現在） 

区分 標準的な職務内容  職員数  構成比 

６級 
 課長及びこれと同等の知識、経験を必要とする業務を行う

職務 

 

 ７人 

 

13.0％ 

５級 
 主幹の職務 課長補佐及びこれと同等の知識、経験を必要

とする業務を行う職務 

 

  １５人 

 

27.8％ 

４級  特に高度の知識又は経験を必要とする主査の職務   ４人 7.4％ 

３級  主査の職務 ５人  9.3％ 

    区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大 学 卒 261,500円 －円 367,550円 －円 

高 校 卒 －円 －円 －円 378,900円 

技能労務職 
高 校 卒 －円 －円 －円 －円 

中 学 卒 －円 －円 －円 －円 
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２級  高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 ６人 11.1％ 

１級  定型的な業務を行う職務   １７人 31.4％ 

＊ 山添村の給与条例に基づく行政職給料表の級区分による職員数です。 

 

 （７）昇給期間短縮の状況                     （平成３０年度） 

    区   分 合  計 一般行政職等 技能労務職 医  療  職 

職員数       Ａ     ９０人     ８３人      ５人 ２人 

普通昇給期間（12～24月)を短縮し

て昇給した職員数   Ｂ 
       ０人         ０人         ０人        ０人 

比率       Ｂ／Ａ     ０．０％     ０．０％     ０．０％     ０．０％ 

 

 （８）期末・勤勉手当の状況                    （平成３０年度） 

山 添 村 国 

支給割合 

   期末手当 ２．６０月分 

   勤勉手当  １．８５月分 

支給割合 

   期末手当 ２．６０月分 

   勤勉手当  １．８５月分 

（加算措置の状況） 

      役職加算 ５～１０％ 

（加算措置の状況） 

    役職加算   ５～２０％ 

    管理職加算  １０～２５％ 

 

 （９）退職手当の状況                                    （平成３０年４月１日現在） 

区  分 
山 添 村 国 

自己都合退職  勧奨･定年退職 自己都合退職  勧奨･定年退職 

勤続２０年支給率  19.6695 月分  24.586875月分  19.6695 月分  24.586875月分 

勤続２５年支給率  28.0395 月分  33.27075 月分  28.0395 月分  33.27075 月分 

勤続３５年支給率  39.7575 月分  47.709   月分  39.7575 月分  47.709   月分 

最高限度支給率  47.709  月分  47.709   月分  47.709  月分  47.709   月分 

その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置 

   （２～４５％加算） 

定年前早期退職特例措置 

   （２～４５％加算） 

 

 （１０）時間外勤務手当の状況                   （平成３０年度） 

 支 給 実 績                  ２１，５５５ 千円 

 職員１人あたり平均支給年額          ３４７，６６５   円 

 

 （１１）特殊勤務手当の状況                    （平成３０年度） 

 支 給 実 績                     ３８８ 千円 

支給職員1人あたり平均支給年額           ９，４６２   円 
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（１２）その他の職員手当の状況                                （平成３０年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 
国の制度 

支給実績 

(30年度) 

支給職員1人あたり平均

支給年額(30年度) 

扶養手当 

・配偶者         6,500 円  

・子            10,000 円 

・その他の扶養家族   6,500 円  

・特定年齢加算額      5,000 円 

同 

              千円

８，７０２ 

       円 

２２３，１１５ 

住居手当 
借間・借家の場合        

              上限額 27,000円 
同 

      千円 

１，７６９ 

       円 

２５２，７１４ 

通勤手当 
自動車等の使用者距離区分に応

じ          2,000円～24,500円 
同 

      千円 

６，９１０ 

       円 

８４，２７１ 

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員

の場合 

 給料に支給割合（8～12％）を

  乗じて得た額 

異 

職務級、職に応

じ定められた

額 

     千円 

１３，０４０ 

         円

４６５，７２８ 

宿日直手当 
宿日直勤務を命ぜられた場合 

                   4,200円 
同 

      千円 

２，１９１ 

       円 

３３，７１１ 

管理職員特

別勤務手当 

・管理職手当支給対象職員が臨

時又は緊急の必要等により週

休日等に勤務した場合 

 6時間以下  8,000円~10,000円 

  6時間超   12,000円~15,000円 

・週休日等以外の午前０時～５

時に勤務した場合        

     4,000円～5,000円 

同 

      千円 

５７５ 

 

       円 

２５，０００ 

  

（１３）特別職の報酬等の状況                              （平成３０年４月１日現在） 

  区   分   給料（報酬）月額     期末手当の支給割合 

 

給 料 

 村 長    ５０６,０００ 円 ３．３０月分 １５％の加算措置あり 

 副村長   ４４３,０００ 円 

 教育長 ４０７,０００ 円 

 

報 酬 

 議 長    ２４８,０００ 円 ３．３０月分 １５％の加算措置あり 

 副議長    １９８,０００ 円 

 議 員    １７６,０００ 円 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 （１）勤務時間の状況                   （平成３０年４月１日現在） 

１週間の 

勤務時間 

１日の 

勤務時間 

開始時刻  終了時刻 休憩時間 

38時間45分 7時間45分 午前8時30分 午後5時15分 正午 から 午後1時 

＊ 保育士等、特別の形態で勤務する必要のある職員で、上記により難いものについては、別

に定めています。 

 

 （２）年次有給休暇の取得状況（平成３０年１月１日～平成３０年１２月３１日） 

 平 均 取 得 日 数        ９．２ 日 

＊  暦年により２０日付与し、未取得分は２０日を限度として翌年へ繰り越       

されます。 
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 （３）育児休業等の取得状況                     （平成３０年度） 

   区    分  平成３０年度中に 

 新たに取得 

 平成３０年度前 

から継続取得 

    計 

育児休業 
 女性職員   ２人   ０人 ２人 

 男性職員   ０人   ０人   ０人 

育児短時

間勤務 

 女性職員   ０人   ０人   ０人 

 男性職員   ０人   ０人   ０人 

部分休業 
 女性職員   １人   ０人   １人 

 男性職員   ０人   ０人   ０人 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況（平成３０年度） 

処分の種類  処分者数 

分限処分          １人 

懲戒処分 

 免職          ０人 

 停職          ０人 

 減給          ０人 

 戒告          ０人 

 

５ 職員の服務の状況                           （平成３０年度） 

区    分  違反者数 

命令に従う義務（地方公務員法第３２条）        ０人 

信用失墜行為の禁止（地方公務員法第３３条）        ０人 

秘密を守る義務（地方公務員法第３４条）       ０人 

職務に専念する義務（地方公務員法第３５条）       ０人 

政治的行為の制限（地方公務員法第３６条）        ０人 

争議行為等の禁止（地方公務員法第３７条）        ０人 

営利企業等への従事制限（地方公務員法第３８条）        ０人 

 

 

６ 職員研修の状況                                                  （平成３０年度） 

研修先又は研修名 期 間 人 数       主 な 研 修 内 容 

奈良県市町村職員研修

センター 

  日間 

２７ 

   人 

６７ 

・新規採用職員研修・中堅職員研修 

・新任課長補佐研修・新任課長研修 

・文書作成力向上研修・人事評価研修 等 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況          

 （１）職員の健康管理の状況                             （平成３０年度） 

   区   分    対 象 者   備    考 

 定期健康診断  全 職 員  

 結核健康診断  全 職 員  

 給食従業員健康診断  給食従業員  検便 

 成人病健康診断  ３０歳以上の職員  

  

（２）公務災害補償制度                                            （平成３０年度） 

     加 入 団 体  災害件数    災 害 の 概 要 

地方公務員災害補償基金奈良県支部    ０件 
公務災害  ０件 

通勤災害  ０件 
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